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8月7日、米トランプ政権は各国に対して新たな相互関税率を適用し、日本に対する関税率は10%か

ら15%へ引き上げられた。7月22日の日米合意では日本に対して「一律15%（関税率が15%未満の対象

品目は15%、15%以上の品目は従来の関税率）」が適用される予定であったものの、実際には「上乗

せ15%（従来の関税率に関係なく15%を追加）」が適用された。7日に訪米した赤沢経済再生相はアメ

リカ政府が関税率を「一律15%」に修正する（及び7日以降に払いすぎた関税を後日払い戻す）方針

を確認したものの、その実施時期は未定となっている。 

そもそも、「一律15%」と「上乗せ15%」の違いは大きいのだろうか？データを見る限り、日本経

済全体に与える影響は両者で大きな違いはない。 

図表1は米センサス局のデータに基づき、横軸に関税率、縦軸に対米輸出の累積割合を示したもの

だ（注1）。2024年時点において、日本の輸出は無関税、及び乗用車の関税率であった2.5%に集中し

ており（青線）、15%以下の関税率で全輸出の99.7%を占めるなど、関税率が15%を超える輸出品は非

常に限られていた。ちなみに、関税率が15%を超えていた輸出品目には、牛肉（和牛）やブルーデニ

ムなどの衣服、一律関税の対象外である貨物自動車や一部のチタン製品がある。一方、一律10%関税、

及び自動車追加関税25%が発動済みの2025年6月時点においては、日本の輸出に課される中心的な関

税率は10%、及び自動車関税率の27.5%（＝従来2.5%+追加25%）へシフトしている（赤線）。 

 

図表1：日本の対米輸出における関税率と輸出割合の分布 
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出所: 米センサス局より第一生命経済研究所が作成 

 

8月7日に一律関税が10%から15%に引き上げられたため、自動車や半導体を除き関税率が更に5%追

加される。このため、対米輸出の関税率は15%と自動車関税27.5%に集中する（図表2：赤線①）。一

方、こうした「上乗せ15%」が「一律15%」に修正される場合、従来の関税率が15%以下の品目は15%

へと切り下がるものの、この対象には自動車関税などが含まれない。このため、関税率が下がる割

合はさほど大きくない（青線②）。他方、日米合意に基づき自動車関税が15%へと引き下げられる場

合、27.5%に集中する品目が15%へ移動することとなり、関税率は大きく引き下がる（緑線③）。 

これらの影響を平均関税率でみると、2024年の1.5%から2025年6月に15.3%へと上昇した関税率は、

「上乗せ15%」の適用により17.8%へ達する。一方、「上乗せ15%」から「一律15%」への修正による

関税率は17.4%と、-0.4%ポイント引き下がるに過ぎない。他方、「一律15%＋自動車関税15%」の場

合の実効関税率は12.9%と、現状から-4.9%ポイントも引き下がる。 

 

図表2：条件別の関税率と輸出割合の分布 

 

注：一律15%は6月時点の関税率が10%未満はプラス5%、10～25%は15%、25%以上はマイナス10%と仮定。

引き下げ後の自動車関税率は「25年6月の実効関税率×15%÷27.5%」と仮定。平均関税率は25年6月

の輸入実績に基づく試算値。 

出所: 米センサス局より第一生命経済研究所が作成 

 

 つまり、日本経済にとってより重要なのは自動車関税の引き下げであり、「上乗せ15%」から「一

律15%」への修正は、日本経済全体でみればその影響は非常に小さいとみられる（ただし、一部の品

目に限れば大きな影響）。肝心の自動車関税の引き下げ時期に関して、米英合意では10%の低関税枠

を導入するまで50日以上を要しており、今回の日本に関しても詳細な合意条件等を詰めるにあたり、

一定の期間を要する可能性がある。加えて、日本・EU・韓国の自動車関税引き下げを巡っては、米

国の自動車ビックスリーがこれに強く反発していることが引き下げ時期を巡る不確定要素となろう。 
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【注釈】 

1）厳密には米国の対日輸入額。関税収入は米センサス局による試算値（calculated duty）。 

以上 


